
北杜市公告第１４２号

　　　平成２７年度における北杜市人事行政の運営等の状況について

北杜市長　渡　辺　英　子

１　任用等について

（１）職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

［ ］ ［ ］ ［ ］

（注） 1 職員数は一般職に属する職員数である。
2 ［　　　］内は、条例定数の合計である。

（２）年齢別職員数の状況 （平成２７年４月１日現在）

２８歳 ３６歳

３１歳 ３９歳

　北杜市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年北杜市条例第３号）
第６条の規定により、平成２７年度における人事行政の運営等の状況について次のとお
り公告する。
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（３）採用及び退職の状況　　　（平成27年度）

①採用の状況

②採用試験の状況

１次試験日 ２次試験日

③退職の状況

（注）「その他」には、死亡、任期満了などが含まれます。

（４）定員適正化計画の数値目標及び進捗率

①　定員適正化目標（数・率）

△37

②　平成２４年４月１日現在における定員の数値目標

平成23年度～27年度までを計画期間として、
職員数を平成28年4月1日までに３７人を削減する。
※病院部門を除く

③　定員適正化計画の年度別目標数値（目標職員数）と実績の概要 （各年４月１日現在） 単位：人

※公営企業等会計には、病院部門に関係する職員数は含まれない

平成28年3月31日

参考
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２　給与について

（１）人件費の状況（普通会計決算）

28.3.31 千円 千円 千円 ％ ％
年度

（２）職員給与費の状況（普通会計予算）

一人当たり （参考）

期末・勤勉手当 給　与　費
（Ｂ／Ａ）

人 千円 千円 千円 千円 千円
年度

（注） 1 職員手当には退職手当を含まない。 2 職員数は当初予算に計上された数である。
3 給与費は当初予算に計上された額である。

（３）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）

（４）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２７年４月１日現在）

（５）職員の初任給の状況（平成２７年４月１日現在）

（６）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２７年４月１日現在）

（注）

２　（　　）は、国家公務員の時限的（２年間）な給与改定特例法による措置（減額）が無いとした
場合の値である。

266,400

住民基本台帳
歳出額

53.3 歳

40.2 歳

行政職

224,500

区　分 人口
（年度末）

区　分

人

職員数

27
47,927

Ａ

円

174,200

円

高校卒

中学卒

円

28 515
1,961,631

高校卒

363,000

大学卒

経験年数１０年区分

円201,900教育職

経験年数２０年

一　般 円

類似団体平均一
人当たり給与費

2,982,622

千円

計 Ｂ

5,791 －

給　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

給料 職員手当

98.4

平均給料月額

98.1

318,800歳

760,272260,719

41.8 357,300

324,800

円

区　分

一般行政職

434,000353,700 円

平均年齢

276,500

技　能

円

円

円

円

平均給与月額

269,800円

322,100円

310,600

（参考）
人件費率人件費実質収支

年度の26
人件費率

12.813.14,124,084

Ｂ／ＡＢＡ

1,203,626

平成２７年度 平成２６年度

31,365,693

高校卒

円387,000

282,100 円技能労務職

教育職

円

行政職

円

円

円

円231,100

経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいうものであ
る。

397,600

一　般

区　　　　　分

123,900

円

労務職

高校卒

大学卒

決定初任給

円

大学卒

346,700

該当者なし

１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示
す指数である。

教育職 大学卒

技能労務職

経験年数１５年

142,100

139,500
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（７）一般行政職の級別職員数の状況（平成２７年４月１日現在）

（注） 1 北杜市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

（８）職員手当の状況

①期末勤勉手当の状況 ②退職手当の状況　　　　（平成２７年４月１日現在）

１人当たり平均支給額（27年度） （支給率） 自己都合 勧奨・定年

千円 勤続２０年 月分 月分

（ 年度支給割合） 勤続２５年 月分 月分

期末手当 勤勉手当 勤続３５年 月分 月分

月分 月分 最高限度額 月分 月分

月分 月分 その他の加算措置 定年前早期退職2～20%

（加算措置の状況） １人当たり平均支給額 千円 千円

（注）

・役職加算 ５～15％

・管理職加算 措置なし

（注） （　　）内は、再任用職員に
係る支給割合である。

③特殊勤務手当　　　（平成２７年４月１日現在）

支給実績（27年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（27年度決算） 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（27年度） ％

手当の種類（手当数）

建設部門職員

38

27

教職員

月額400,000円～100,000円

1,755

死亡人の処置

7級

救急患者の対応

感染症の予防・患者の診察等

へき地巡回車等の運転

日額500円～1500円

9.8
人

1日200円

夜間介護
エックス線他被爆のおそれのある作業 日額250円

1日3,200円～900円

日額250円

1時間あたり600円

連絡調整、助言

引率、クラブ活動の従事

日額250円

17.8人主査
副主幹

69

医師診療実験従事手当

％

学校兼務手当

(0.75)

44

1.60

滞納整理手当

2級 主任

本務高以外の兼職

49.59

主事
人 9

11.3

1,391

人 ％
35

20.445

市立病院職員

放射線取扱手当

１級

手当の名称

市立病院職員

教職員

教育業務連絡指導手当

教員特殊業務手当

％10
％

（参考）１年前の構成比

5.15.7
％

4級

緊急業務手当

(1.45)

職制上の段階、職務の級等による加算措置

2.60

生活環境部門職員

3級

福祉・環境部門職員

福祉部門職員他

区分

市立病院職員

市立病院職員

水道補修

全職種

用地交渉業務手当

危険現場業務手当

徴収額の1,000分の5の範囲内

1回3,000円

1回800円・500円

1回7,800円～2,000円

％

区分 標準的な職務内容 職員数

595級 主幹

22 ％

％
％

23.6

構成比

13.3

部長

拘束手当

行路死亡人及び変死人処理手当

防疫等作業手当

保健衛生及び社会福祉業務従事手当

夜間看護手当

診療他

人
人 ％

17,790

24.1

112,426

34.582529.145

％27.9

25.55625

％

夜間介護手当

6級 課長

建設部門職員

特殊自動車運転作業手当

医師

15.2
121 31.2

主な支給対象職員 主な支給対象業務

夜間勤務

％
％

税務部門職員他

1回4,400円

1回500円（夜間は700円）

1回500円（夜間は700円）

49.59

左記職員に対する支給単価

老人保健施設職員

人

教職員

市立病院職員

49.5941.325

614,342

野犬保護・精神病患者の護送

9.5
10.5

退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２７年度に退職
した全職種に係る職員に支給された平均額である。

用地交渉他 1回500円（夜間は700円）

高所・深所監督及び検査

市税の徴収
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④時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円
（注） 支給額は、病院職員を含んだ額である。

⑤その他の手当（平成２７年４月１日現在）

配偶者 円
配偶者がいる場合 円
配偶者がいない場合 円 千円 円

２人目以上 円
16歳から22歳までの子１人につき 円

借家 支給限度額 円 千円 円

交通機関利用者 支給限度額 円

～ 千円 円
円

（主な区分及び単価）
部長、支所長 ７級２種 円

７級３種 円
７級４種 円

課長 ６級５種 円
６級６種 円

課長補佐 ５級７種 円
院長 ５級１種 円
副院長 ４級２種 円 千円 円

４級５種 円
医長 ３級６種 円

２級６種 円
総看護師長 ５級５種 円
看護師長 ５級６種 円

４級６種 円
校長 ４級２種 円
教頭 ３級４種 円

（８）特別職の報酬等の状況（平成２７年４月１日現在）

市長 円
副市長 円
議長 円
副議長 円
議員 円
市長 （２７年度支給割合）
副市長 月
正・副議長 （２７年度支給割合）
議員 月

（算定方式）
市長 給料月額×在職月数×０．４２
副市長 給料月額×在職月数×０．２５

（支給時期） 在任期間ごと
（注） 市長、副市長の給料月額は、5％削減し、支給している。（平成２８年３月３１日まで）

330,000

51,200
66,300

300,000
280,000

給料月額等
760,000
598,500

380

108,003

320

28,600

11,000

同

6,500

41,100

同

39,500

－

31,600

79,800

41,600

55,000

区分

－

支給実績（27年度決算）

交通用具利用者
通勤手当

通勤距離に応じ
24,500

区分

職員１人当たり平均支給年額（26年度決算）

2,000

内容及び支給単価

27,000

6,500

退職手当

管理職
手当

報酬

給料

3.1

期末手当
4.15

33,300

扶養手当

１
人
目

配
偶
者
以
外

5,000

職員１人当たり平均支給年額（27年度決算）

住居手当

13,000

支給実績（26年度決算）

121,528

36,071

同 －

支給実績国の制
度との
異同

国の制度と
異なる内容

支給職員１人当たり
平均支給年額

（27年度決算）

231,097

290,897

82,44554,661

－

38,200

-

75,107

（27年度決算）

59,494 487,657
55,100

70,800

23,800
105,400

53,100
62,000
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３　勤務時間等について

（１）勤務時間の状況　　　（平成２７年４月１日現在）

（２）一般職員の年次有給休暇の使用状況　　　（各年１月１日～１２月３１日）

（３）育児休業及び部分休業の取得状況　　　（平成２７年度）

（注）　「育児休業取得者数」、「部分休業取得者数」、「うち両休業取得者数」の欄の上段には平成２７年度に

　　　新たに育児休業（部分休業）を取得した者、下段には育児休業（部分休業）の期間が平成２６年度から

　　　２７年度にかけて引き続いている者の数。

（４）介護休暇の取得状況　　　（平成２７年度）

４　分限及び懲戒について

（１）処分事由別分限処分者数　　　（平成２７年度）

（注） １　対象職員は、一般職に属するすべての職員である。

２　法とは地方公務員法をいう。

法第28条第4項により失職した者

失職

0人

15 15 0

（育児休業
対象者数）

平成２６年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員

うち育児休
業

取得者数
うち両休業
取得者数

うち両休業
取得者数

4

0

15 15 0 4

0 0 0

計

15

5

15

5

部分休業
取得者数

0

0

13.7 10.3

女性職員

育児休業
取得者数

男性職員
0

0

0

0

平成２６年　平均使用日数

終了時刻

午後12時00分～午後1時00分

休憩時間

平成２７年　平均使用日数

１週間の
勤務時間

38.75時間 午前8時30分 午後5時15分

開始時刻

0 0

0

0 4

0 4

0

うち部分休
業

取得者数

女性職員

計

介護休暇取得者数

0

0

0

男性職員

0人

職制等の改廃等により過員等を生じた場合
（法第28条第1項第4号）

0人 0人 0人

0人 0人 0人

刑事事件に関し起訴された場合
（法第28条第2項第2号

0人 0人 0人

勤務実績が良くない場合
（法第28条第1項第1号）

心身の故障の場合
（法第28条第1項第2号、第2項第1号）

職に必要な適格性を欠く場合
（法第28条第1項第3号）

0人

0人

区　　　　分 降任 免職 休職

0人 2人

0人0人

0人 0人

降給 合計

0人

2人

0人

0人

0人 0人

合　　　　計 0人 0人 2人 0人 2人

条例に定める事由による場合
（法第27条第2項）

0人
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（２）処分事由別懲戒処分者数　　　（平成２７年度）

（注）　地方公務員法以外の処分として訓告等の処分がある。

５　服務について

（１）服務規律の遵守に関する取組

（２）営利企業等の従事許可の状況

６　研修について

（１）研修実績　　　（平成２７年度）

７　勤務成績の評定の状況について

　勤務成績の評定については、全職員を良好である職員として評定している。

　また、職員の能力、実績、目標管理の評価を行う、新たな人事評価制度の導入に向けた準備を進めている。

区　　　　分 目　　　　的

平成２７年度

受講者数

259人

71人

28人

3人

階層又は年齢で区分された者に、公務員としてのあり方や姿勢、
意識改革など、公務員としての自覚を促す。

748人
出張（受託）研修や指導者養成研修により、職場研修及び職員の
能力開発活動を支援し、組織の活性化と職員の能力の向上を図
る。

研究活動
地域、組織、職員等で実施される自主研究や地域課題研究を支
援し、地域等の課題解決と職員の政策形成能力の向上を図る。

厳正な服務規律の確保、公平・公正な職務執行、市民サービスの向
上、公務能率の向上、飲酒運転の根絶

伝達及びグループウェアへの掲載

「職員倫理マニュアル」の制定により、公務員倫理の保持の徹底と不祥
事の防止

伝達及びグループウェアへの掲載

平成２６年度

29 68

階層研修
（必修研修）

0人

0人

0人

各種業務の専門的能力の向上を図る。

組織及び職場、職員が求める基礎的な能力の向上を図る。

支援研修
（選択研修）

0人 0人 0人

専門研修

0人 0人

0人0人 0人 0人

訓告等

取　組　内　容 職員への周知方法

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行
（法第29条第1項第3号）

0人 0人 0人

合　　　　計 0人 0人 0人

0人

法令違反
（法第29条第1項第1号）

0人 0人 0人 0人 0人

職務上の義務違反又は怠慢
（法第29条第1項第2号）

区　　　　分 戒告 減給 停職 免職 合計

能力開発研修
（選択研修）

基礎研修

職場研修
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８　福祉及び利益の保護について

（１）健康管理に関する取組状況　　　（平成２７年度）

（２）健康診断の実施状況　　　（平成２７年度）

（３）互助会等が実施した福利厚生事業の状況　　　（平成２７年度）

①互助会等の名称

．北杜市職員福利厚生会

②互助会等会員数

540人

③公費負担の状況　　　（平成２７年度決算） 単位：千円

９　公平委員会の業務の状況について

（１）勤務条件に関する措置の要求の状況
　 なし

（２）不利益処分に関する不服申立ての状況
なし

問診、血圧、視力、聴力、尿検査、脂質、肝機能、代
謝系、血液一般、心電図、胸部X線等

職員安全衛生委員会

計

検診項目

723人761人 95.0%

受診率受診者数

人間ドック

看護師健康相談

各種研修

対象者数

事業内容合計

事業名

健康診断

定期健康診断

項　　目

職員の労働安全衛生の推進並びに健康障害の未然防止を図る。

　地方公務員法に基づき職員の福利厚生事業を行うため、福利厚生会を組織している。福利厚生会で
は、職員の保健、元気回復その他厚生に関する事業を行っており、職員が毎月支払う会費と市からの負
担金で運営している。

職場巡視

メンタルヘルス対策

概　　　　要

職員の健康と安全を確保するため、毎年度健康診断を実施

専門職員（看護師）による相談　毎週４日（月、火、木、金曜日）午後２時～７時

375人

348人

人間ドック助成

会員一人当たりの
公費の補助金額

3,040 0 3,040 6,486 5,630円

首長部局 公営企業 会費総額
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